
平成２６年度 決算状況 

 

 

（１） 一 般 会 計 

 

歳入の根幹となる市税は、市たばこ税が減となった一方で、景気回復の影響等による法人市民税の増や固定資産税の増など 

   により、市税全体では前年度対比で４億２５０万６千円（＋０．９％）の増収となりました。地方譲与税・県税交付金等では、 

   自動車取得税交付金の減や、株式等譲渡所得割交付金が減となった一方で、社会保障と税の一体改革に基づき消費税率が引き 

上げられたことから地方消費税交付金の増などにより、前年度対比で３億５，４２６万９千円（＋８．８％）の増加となりまし 

た。国庫支出金では、児童手当負担金などの減がある一方で、消費税率引き上げに伴う国の経済対策の一環として、国の補助金 

を財源とした臨時福祉給付金や子育て世帯臨時特例給付金が交付されたことにより、前年度対比で１５億５，４１８万１千円（＋ 

１４．０％）の増加となりました。繰入金では、財政調整基金からの繰入れがあったものの、庁舎建設基金繰入金などの減によ 

り、全体では前年度対比で５億２，３２５万９千円（△１８．２％）の減少となりました。市債では、環境事業センターの整備 

事業終了による廃棄物処理施設整備債や臨時財政対策債などの減がある一方で、庁舎建設債や大野公民館の建て替え工事に伴う 

公民館整備債の増などにより、全体では前年度対比で５億４２０万円（＋９．１％）の増加となりました。 

これらの結果、歳入総額は、前年度対比で２３億３，５０７万３千円（＋２．８％）増加の８６２億９，７６６万７千円となり 

ました。 

    一方、歳出では、人件費は、退職者数の増や地方公務員給与費の臨時特例対応の反動等により、前年度対比で５億２，５０４ 

万７千円（＋３．６％）の増加となりました。扶助費は、児童手当事業や児童扶養手当等事業の減がある一方で、対象者の増に 

伴う障がい者福祉費関連や生活保護法に基づく扶助費、臨時福祉給付金給付事業や子育て世帯臨時特例給付金給付事業などの増 

により、全体では前年度対比で１１億５，３００万２千円（＋５．８％）の増加となりました。公債費は、平成２２年度に借り 

入れた臨時財政対策債の元金償還がはじまったことなどにより、全体では前年度対比で６，０９５万円（＋１．２％）の増加と 

なりました。投資的経費は、土地開発公社への償還による道路整備事務事業や民間保育所施設整備支援事業などの増がある一方 

で、環境事業センター整備事業の終了などによる減により、全体では前年度対比で△１０億８０６万２千円（△１０．４％）の 

減となりました。 

 これらの結果、歳出増額は、前年度対比で１９億４，５９８万２千円（２．４％）増の８１９億４，４２１万８千円となりま 

した。 

以上により、平成２６年度の一般会計の形式収支（収支差引）は、４３億５，３４４万９千円となり、ここから翌年度に繰越 



すべき財源を差し引いた実質収支は、３６億９，３０８万６千円となりました。 

 

（２）  競輪事業特別会計 

本市の財政運営に貢献をしている競輪事業特別会計は、平成２６年度に開催回数１０回、開催日数４３日実施し、車券発売額 

は、１７１億７，３７９万円となり、前年度に比べ６億２４９万１千円の減となりました。 

一般会計への繰出金は前年度と同額の２億５，０００万円となり、この収益金は、主に民生費、衛生費、消防費、教育費に充 

当され、社会資本整備等の充実に寄与しています。 

歳入決算額は、１８３億４，６５７万９千円、歳出決算額は、１７９億７，４１７万９千円となり、この中から平成２７年度 

へ繰り越した事業の財源１億２，２６３万１千円を差し引いた２億４，９７６万９千円が実質収支となり、平成２７年度へ繰 

り越しました。 

 

（３） 国民健康保険事業特別会計 

平成２６年度末の被保険者数は、７万２，８３９人で、前年度末に比べ１，９８５人の減となり、療養諸費の給付件数は、 

１１８万１，９６８件となり、これに対する給付費は、１８８億８，８０１万１千円となりました。 

歳入決算額は、２８６億２，４９１万９千円、歳出決算額は、２８０億２，４４０万６千円となり、歳入決算額から歳出決算 

額を差し引いた歳入歳出差引額は６億５１万３千円が実質収支となり、平成２７年度へ繰り越しました。 

 

（４） 下水道事業特別会計 

本市の公共下水道整備状況は、昭和３９年度に第１期事業、昭和４９年度に第２期事業、昭和５３年度に第３期事業、昭和６ 

１年度に新田事業、昭和６２年度に第４期事業、平成２年度に第５期事業、さらに平成１２年度に第６期事業を開始し、現在 

の全事業認可面積は３，５４７．８４ｈａとなっています。引き続き管渠の築造工事等を行い、平成２６年度末の整備面積は 

３，４８５．３０ｈａで、第４期事業までは、特別な事情のある地域を除きほぼ完了し、第５期事業は９９．０％、第６期事 

業は９１．５％の整備が進み、全事業認可面積に対する進捗率は９８．２％となっています。 

また、下水道施設の整備状況は、ポンプ施設として、東部ポンプ場、馬入貯留管ポンプ場、久領堤貯留管ポンプ場、桜ヶ丘ポ 

ンプ場、撫子原ポンプ場、山下ポンプ場、馬入ポンプ場、長持ポンプ場、東豊田工業団地ポンプ場及び徳延ポンプ場の１０箇 

所が供用開始されています。 

歳入決算額は、８４億８，０６４万６千円、歳出決算額は、８２億２８５万２千円、歳入歳出差引額は、２億７，７７９万 

４千円となり、この中から平成２７年度へ繰り越した事業への財源３，２７９万１千円を差し引いた２億４，５００万３千円 



が実質収支となり、平成２７年度へ繰り越しました。 

 

（５） 水産物地方卸売市場事業特別会計 

流通機構の改善と水産物の公正な取引並びに生鮮魚介類の需要の増加に応えるため、昭和３１年度に魚市場が発足し、現在に 

至っています。平成２６年度の魚市場年間取扱量は２，４０７トンで、前年度に比べ２．３％の増、取扱金額は１９億３，３ 

７５万３千円で、前年度に比べ９．６％の増となっております。 

歳入決算額は、１，４４４万６千円、歳出決算額は、１，３０９万９千円となり、歳入歳出差引額１３４万７千円が実質収支 

となり、平成２７年度へ繰り越しました。 

 

（６） 介護保険事業特別会計 

本会計は、介護を社会全体で支え、利用者の希望を尊重したサービスが受けられる仕組みとして平成１２年度に新設しました。 

平成２６年度末の要介護認定者数は、１０，１１９人、介護サービス受給者は８，３８６人となっています。 

歳入決算額は、１５９億７，９６４万５千円、歳出決算額は、１５５億８，５０２万９千円で、歳入歳出差引額３億９，４６ 

１万６千円が実質収支となり、平成２７年度へ繰り越しました。 

 

（７） 農業集落排水事業特別会計 

本会計は、農業振興地域における生活環境の改善及び公共用水域の水質保全と循環型社会の構築を目的に、国の地域再生計画 

の認定を受け、平成１８年度に特別会計を設置して事業を開始しました。 

全体計画の汚水管渠整備延長は３６，４６５．９ｍであり、平成２６年度末の整備延長は３５，３０８．０ｍとなり、全体計 

画延長に対する整備率は９６．８％となっています。 

歳入決算額は、６億４，０１７万８千円、歳出決算額は、６億３６１万円８千円、歳入歳出差引額は、３，６５６万円とな 

り、この中から平成２７年度へ繰り越した事業への財源１，１８３万円７千円を差し引いた２，４７２万３千円が実質収支と 

なり、平成２７年度へ繰り越しました。 

 

（８） 後期高齢者医療事業特別会計 

本会計は、従来の老人保健制度が廃止となり平成２０年４月１日から７５歳以上（一定の障がいがある方は６５歳以上）の 

方を対象とする後期高齢者医療制度が施行されたことから平成２０年度に新設しました。平成２６年度末の被保険者数は２万 

８，１３７人です。 

歳入決算額は、２９億８，２９４万６千円、歳出決算額は、２８億２，０９８万８千円となり、歳入歳出差引額１億６，１ 



９５万８千円が実質収支となり、平成２７年度へ繰り越しました。 

 

（９）病院事業会計 

本会計は、平塚市民病院の事業会計です。平成２６年度の入院延患者数１２２，２３３人、外来延患者数２３６，９９４人 

となっており、対前年度比で入院が８，５５２人の減、外来が１５，４７０人の減となりました。 

事業収益総額は、１１５億４，８９０万３千円、事業費用総額は、１１８億８，１０３万５千円となり、３億３，２１３万 

２千円の純損失となりました。 

また、資本的収支の収入総額は、１２億２０２万４千円、支出総額は、１９億４，４７４万８千円となり資本的収入が資本 

的支出に不足する額７億４，２７２万４千円は、過年度分損益勘定留保資金９億２，５９２万４千円で補てんしました。 

なお、超過する額１億８，３２０万円（平成２５年度許可済企業債の未発行分）については、前年度不足分に補てんしまし 

た。 

 

 

 



  会計別歳入歳出決算総括表  （平成２６年度）

予 　算 　現　 額 収 　入 　済 　額

87,872,339 86,297,667

78,154,731 75,069,359

競 輪 事 業 20,219,557 18,346,579

国 民 健 康 保 険 事 業 29,407,613 28,624,919

下 水 道 事 業 8,638,425 8,480,646

水 産 物 地 方 卸 売 市 場 事 業 14,043 14,446

介 護 保 険 事 業 16,058,925 15,979,645

農 業 集 落 排 水 事 業 785,842 640,178

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,030,326 2,982,946

166,027,070 161,367,026合　　　  　　　計

会　 　　　計　　 　　名

一　　 　般　　 　会　　 　計

特　 　　別　　 　会 　　　計

内
 
 
 
　
 
 
 
 
　
　
　
訳



（単位：千円）　　

支 　出 　済 　額 収　支　差　引　額 翌年度へ繰り越すべき財源 実　質　収　支　額

81,944,218 4,353,449 660,363 3,693,086

73,224,171 1,845,188 167,259 1,677,929

17,974,179 372,400 122,631 249,769

28,024,406 600,513 0 600,513

8,202,852 277,794 32,791 245,003

13,099 1,347 0 1,347

15,585,029 394,616 0 394,616

603,618 36,560 11,837 24,723

2,820,988 161,958 0 161,958

155,168,389 6,198,637 827,622 5,371,015



　　歳入決算額の推移

　　　　　　      　年　　　度

区　　　分 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

53,602,829 67.6 100 52,188,031 66.3 97

市 税 43,231,449 54.5 100 42,198,728 53.6 98

分 担 金 及 び 負 担 金 830,203 1.0 100 865,484 1.1 104

使 用 料 及 び 手 数 料 1,560,059 2.0 100 1,523,740 1.9 98

財 産 収 入 276,928 0.4 100 166,595 0.2 60

寄 附 金 24,270 0.0 100 21,559 0.0 89

繰 入 金 210,486 0.3 100 931,407 1.2 443

繰 越 金 3,210,523 4.0 100 2,831,718 3.6 88

諸 収 入 4,258,911 5.4 100 3,648,800 4.7 86

25,722,452 32.4 100 26,499,510 33.7 103

地 方 譲 与 税 555,094 0.7 100 543,015 0.7 98

利 子 割 交 付 金 115,792 0.1 100 91,146 0.1 79

配 当 割 交 付 金 75,492 0.1 100 84,266 0.1 112

株式等譲渡所得割交付金 25,586 0.0 100 20,691 0.0 81

地 方 消 費 税 交 付 金 2,594,590 3.3 100 2,524,589 3.2 97

ゴ ル フ 場 利用 税交 付金 42,175 0.0 100 44,759 0.1 106

自 動 車 取 得 税 交 付 金 265,035 0.3 100 225,029 0.3 85

地 方 特 例 交 付 金 518,931 0.7 100 620,004 0.8 119

地 方 交 付 税 1,140,220 1.4 100 1,391,862 1.8 122

交通安全対策特別交付金 50,576 0.1 100 50,024 0.1 99

国 庫 支 出 金 11,367,388 14.3 100 11,746,231 14.9 103

県 支 出 金 4,962,873 6.3 100 5,264,694 6.7 106

市 債 4,008,700 5.1 100 3,893,200 4.9 97

79,325,281 100.0 100 78,687,541 100.0 99

依　　　　存　　　　財　　　　源

２　３２　２

合　　　　　　計

自　　　　主　　　　財　　　　源



決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

54,273,152 61.7 101 57,238,231 68.2 107 56,754,478 65.8 106

42,580,162 48.4 98 42,878,914 51.1 99 43,281,420 50.2 100

886,971 1.0 107 920,120 1.1 111 927,116 1.1 112

1,645,801 1.9 105 1,640,454 2.0 105 1,555,252 1.8 100

177,426 0.2 64 150,392 0.2 54 124,320 0.1 45

6,462 0.0 27 13,336 0.0 55 10,840 0.0 45

267,997 0.3 127 2,867,987 3.4 1,363 2,344,728 2.7 1,114

3,916,572 4.5 122 3,778,573 4.5 118 3,964,358 4.6 123

4,791,761 5.4 113 4,988,455 5.9 117 4,546,444 5.3 107

33,746,547 38.3 131 26,724,363 31.8 104 29,543,189 34.2 115

507,972 0.6 92 484,107 0.6 87 461,986 0.5 83

81,183 0.1 70 72,046 0.1 62 68,947 0.1 60

91,555 0.1 121 159,664 0.2 211 299,851 0.3 397

25,309 0.0 99 280,870 0.3 1,098 187,729 0.2 734

2,500,821 2.8 96 2,479,507 2.9 96 2,973,642 3.4 115

42,781 0.0 101 42,978 0.0 102 43,498 0.1 103

288,364 0.3 109 248,097 0.3 94 130,728 0.2 49

240,441 0.3 46 230,959 0.3 45 192,226 0.2 37

1,799,186 2.0 158 1,448,721 1.7 127 1,103,795 1.3 97

50,944 0.1 101 47,898 0.1 95 41,788 0.0 83

15,199,800 17.3 134 11,090,842 13.2 98 12,645,023 14.7 111

4,985,991 5.7 100 4,598,774 5.5 93 5,349,876 6.2 108

7,932,200 9.0 198 5,539,900 6.6 138 6,044,100 7.0 151

88,019,699 100.0 111 83,962,594 100.0 106 86,297,667 100.0 109

（単位：千円、％）

２　６２　５２　４



目的別歳出決算額の推移

　　　　　　      　　　　年　　　度

 区　　　分 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

議 会 費 418,937 0.5 100 542,588 0.7 130

総 務 費 8,726,920 11.4 100 8,076,053 10.8 93

民 生 費 30,135,739 39.4 100 30,712,774 41.1 102

衛 生 費 6,137,345 8.0 100 7,291,078 9.7 119

労 働 費 492,499 0.6 100 493,163 0.7 100

農 林 水 産 業 費 658,597 0.9 100 646,406 0.9 98

商 工 費 852,396 1.1 100 923,509 1.2 108

土 木 費 10,282,410 13.4 100 9,760,742 13.0 95

消 防 費 2,737,556 3.6 100 2,764,649 3.7 101

教 育 費 8,009,354 10.5 100 6,857,419 9.2 86

公 債 費 5,239,958 6.9 100 5,006,588 6.7 96

諸 支 出 金 2,801,852 3.7 100 1,696,000 2.3 61

災 害 復 旧 費 - - - - - -

合　　　　計 76,493,563 100.0 100 74,770,969 100.0 98

２ ３２ ２



決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

532,480 0.6 127 504,095 0.6 120 597,079 0.7 143

9,402,589 11.2 108 11,529,998 14.4 132 11,728,349 14.3 134

31,636,612 37.5 105 31,875,099 39.8 106 33,949,024 41.4 113

14,030,459 16.7 229 7,910,030 9.9 129 6,572,138 8.0 107

493,663 0.6 100 236,856 0.3 48 235,080 0.3 48

633,975 0.8 96 619,838 0.8 94 720,440 0.9 109

1,384,156 1.6 162 1,948,911 2.4 229 2,010,072 2.5 236

9,298,934 11.0 90 9,827,427 12.3 96 9,678,073 11.8 94

3,031,610 3.6 111 2,811,203 3.5 103 2,874,205 3.5 105

7,267,441 8.6 91 6,214,541 7.8 78 7,125,681 8.7 89

4,939,207 5.9 94 5,044,238 6.3 96 5,105,187 6.2 97

1,590,000 1.9 57 1,476,000 1.9 53 1,304,000 1.6 47

- - - - - - 44,890 0.1 -

84,241,126 100.0 110 79,998,236 100.0 105 81,944,218 100.0 107

（単位：千円、％）

２ ６２ ５２ ４



性質別歳出決算額の推移

                     年　　　度

区　　　分 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

39,350,743 51.4 100 39,646,806 53.1 101

人 件 費 15,438,249 20.2 100 14,913,436 20.0 97

扶 助 費 18,672,541 24.4 100 19,726,794 26.4 106

公 債 費 5,239,953 6.8 100 5,006,576 6.7 96

7,075,149 9.2 100 5,942,322 7.9 84

普 通 建 設 事 業 費 7,075,149 9.2 100 5,935,432 7.9 84

災 害 復 旧 費 - - - 6,890 0.0 -

30,067,671 39.4 100 29,181,841 39.0 97

物 件 費 9,934,767 13.0 100 10,261,429 13.7 103

補 助 費 等 4,064,224 5.3 100 4,265,039 5.7 105

維 持 補 修 費 1,041,142 1.4 100 1,072,769 1.4 103

繰 出 金 10,474,619 13.7 100 10,223,027 13.7 98

積 立 金 1,225,519 1.6 100 785,555 1.1 64

投資及び出資金・貸付金 3,327,400 4.4 100 2,574,022 3.4 77

76,493,563 100.0 100 74,770,969 100.0 98

２　３２　２

　　投　　　資　　　的　　　経　　　費

　　そ　　　　　　の　　　　　　他

合　　　　　　　　計

　　義　　　務　　　的　　　経　　　費



決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数 決　算　額 構成比 指数

39,650,394 47.0 101 39,270,750 49.1 100 41,009,749 50.0 104

15,015,030 17.8 97 14,432,156 18.0 93 14,957,203 18.2 97

19,696,164 23.4 105 19,794,362 24.8 106 20,947,364 25.6 112

4,939,200 5.8 94 5,044,232 6.3 96 5,105,182 6.2 97

14,117,303 16.8 200 9,648,978 12.1 136 8,640,916 10.6 122

14,116,022 16.8 200 9,648,978 12.1 136 8,596,026 10.5 121

1,281 0.0 - - - - 44,890 0.1 -

30,473,429 36.2 101 31,078,508 38.8 103 32,293,553 39.4 107

10,425,545 12.4 105 10,090,503 12.6 102 10,926,506 13.3 110

4,058,581 4.8 100 4,490,058 5.6 110 4,515,314 5.5 111

1,026,496 1.2 99 963,511 1.2 93 1,047,749 1.3 101

11,019,840 13.1 105 11,202,735 14.0 107 11,365,502 13.9 109

929,481 1.1 76 1,158,357 1.4 95 940,965 1.1 77

3,013,486 3.6 91 3,173,344 4.0 95 3,497,517 4.3 105

84,241,126 100.0 110 79,998,236 100.0 105 81,944,218 100.0 107

２　５２　４

（単位：千円、％）

２　６



   市債現在高

平成27年5月31日現在（単位：千円）

決算年度中 決算年度中
借  入  額 元金償還額

25,798,529 3,805,700 2,160,638 27,443,591

  総　　　務 1,156,100 2,342,700 1,771 3,497,029

  民　　　生 951,047 155,170 795,877

　衛　　　生 7,280,045 191,100 215,142 7,256,003

　農林水産 220,783 60,117 160,666

　商　　　工 1,696 1,696

　土　　　木 8,667,468 353,800 944,060 8,077,208

　住　　　宅 1,285,120 103,500 91,715 1,296,905

　 　消　　　防 800,107 179,300 127,916 851,491

　教　　　育 5,436,163 635,300 563,051 5,508,412

38,400 38,400

　農林水産 38,400 38,400

25,969,013 2,200,000 2,358,088 25,810,925

　減税補てん債 3,699,706 1,015,433 2,684,273

　臨時税収補てん債 457,008 110,720 346,288

　臨時財政対策債 21,812,299 2,200,000 1,231,935 22,780,364

51,767,542 6,044,100 4,518,726 53,292,916

52,365,358 498,600 3,876,690 48,987,268

1,836,758 292,800 14,956 2,114,602

54,202,116 791,400 3,891,646 51,101,870

3,728,278 1,030,500 567,401 4,191,377

109,697,936 7,866,000 8,977,773 108,586,163

区　　　        分
前年度末
現  在  高

決算年度中増減額
決算年度末
現  在  高

　農業集落排水

小　　　計

病　　　　　　　　院

合　　　　　　　　計

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

  普    通   債

  災　害　復　旧　債

　そ   の   他

小　　　計

特
別
会
計

　下 水 道



　基金の状況
平成27年5月31日現在(単位:千円)

前年度末 決算年度中 決算年度末
現 在 高 増 減 高 現 在 高

平塚市財政調整基金 7,090,173 △ 798,229 6,291,944

平塚市河口対策事業基金 611,047 △ 9,630 601,417

平塚市国民健康保険療養給付費等支払準備基金  3,912 4 3,916

平塚市競輪事業基金 1,584,513 459 1,584,972

平塚市競輪場施設整備基金 3,921,827 △ 13,510 3,908,317

平塚市庁舎建設基金 3,346,940 △ 818,639 2,528,301

平塚市みどり基金 1,370,161 △ 5,915 1,364,246

平塚市下水道事業環境整備基金 159,521 876 160,397

平塚市文化振興基金 63,651 △ 2,151 61,500

平塚市介護保険給付費支払準備基金　 1,167,339 △ 158,900 1,008,439

平塚市公共施設整備保全基金 1,148,597 229,925 1,378,522

合　　　　　　　　　　　計 20,467,681 △ 1,575,710 18,891,971

基　金　の　名　称



１　病院事業決算報告書について

（１）　収益的収入及び支出

収入 （単位：千円）
A B B－A

予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

12,298,500 11,583,773 △ 714,727

支出 （単位：千円）
A B A－B

予算額 決算額 不用額

12,298,500 11,922,708 375,792

（２）　資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）
A B B－A

予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

3,668,700 1,202,024 △ 2,466,676

支出 （単位：千円）
A B C A－B－C

予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額

4,736,140 1,944,748 2,712,281 79,111

※　資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、過年度分損益勘定留保資金で補てんした。
　なお、超過する額183,200千円（平成25年度許可済企業債の未発行分）については、前年度
　不足分に補てんした。

区　分

市民病院事業収益

区　分

市民病院事業費用

区　分

市民病院事業資本的収入

区　分

市民病院事業資本的支出



２　損益計算書について
（単位：千円、％）

A B A-B
平成２６年度 平成２５年度 増減額

11,268,520 11,542,805 △ 274,285 △ 2.4

11,715,801 11,396,544 319,257 2.8

△ 447,281 146,261 △ 593,542 △ 405.8

うち医業損益 △ 1,291,077 △ 819,628 △ 471,449 57.5

うち医業外損益 843,796 965,889 △ 122,093 △ 12.6

280,383 212,555 67,828 31.9

165,234 170,113 △ 4,879 △ 2.9

△ 332,132 188,703 △ 520,835 △ 276.0

3,654,018 3,842,721 △ 188,703 △ 4.9

3,986,150 3,654,018 332,132 9.1

３　貸借対照表について
（単位：千円）

　固　定　資　産 8,822,047 　固　定　負　債 6,286,357

　流　動　資　産 2,387,484 　流　動　負　債 1,899,406

　繰　延　収　益 608,895

8,794,658

　資　本　金 6,199,592

　剰　余　金 △ 3,784,719

2,414,873

負債及び資本 金　　額

負債の部　合計

資本の部　合計

資産の部　合計 11,209,531 負債及び資本の部　合計 11,209,531

⑤　特別損失

⑥　当年度純損益
　　　　　（③＋④－⑤）

⑦　前年度繰越欠損金

⑧　当年度未処理欠損金
　　　　　（⑦－⑥）

資　　産 金　　額

科　目
増減率

①　経常収益

②　経常費用

③　経常損益（①－②）

④　特別利益


